
 

 

 

                           
 

令 和 ７ 年 ９ 月 ４ 日 （木） 

午後２時００分から午後３時３０分         

                                                市役所本庁舎１階 第１会議室 

   

 

   １ 開  会 

 

   ２ あいさつ 

 保健福祉局 健康長寿のまち・京都推進担当局長 八代 康弘 

 

   ３ 委員紹介 

 

   ４ 内  容   

    ⑴ 第二期京都市動物愛護行動計画に基づく令和６年度の取組実績 

及び令和 7年度の新規取組について       

⑵ 京都市動物愛護推進部会の協議状況について 

 

５ 閉  会 
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     参考資料１ 委員名簿 

     参考資料２ 座席表 

     参考資料３ 京都市動物愛護推進会議開催要綱 
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第二期京都市動物愛護行動計画に基づく令和６年度の取組実績及び 

令和７年度の新規取組について 

１ 指標値と実績値 

  第二期行動計画においては、府市協働で実施している動物愛護センターの運営に係る

３つの事項を指標項目として定め、各指標項目について、これまでの第一期行動計画で

の実績等をふまえて、目標となる高い指標値を設定しました。 

 【指標一覧】 

指標項目 
基準値 
(H30) 

実績値 指標値 
(R12) 

H30 比 
R1 R2 R3 R4 R5 R6 

引取数 
犬 15 頭 19 頭 16 頭 11 頭 10 頭 25 頭 10 頭 6 頭 60％減 

猫 42 頭 52 頭 52 頭 107 頭 93 頭 33 頭 
55 頭
(※) 

16 頭 60％減 

返還・ 
譲渡率 

（）内は、返
還・譲渡頭数 

犬 
62％ 

(60 頭) 
96％ 

(66 頭) 
59％ 

(66 頭) 
46％ 

(37 頭) 
78％ 

(32 頭) 
55％ 

(29 頭)  
73％ 

（29頭）
100％  

猫 
19％ 

(168 頭) 
20％ 

(177 頭) 
30％ 

(228 頭) 
27％ 

(170 頭) 
26％ 

(147 頭) 
51％ 

 (242 頭) 
55％ 

(184 頭) 
30％  

殺処分数 

犬 

① 14 頭 15 頭 31 頭 41 頭 15 頭 19 頭 2 頭 （収容数減の取組）

② 0 頭 0 頭 0 頭 0 頭 0 頭 0 頭 0 頭 0 頭  

③ 12 頭 2 頭 7 頭 9 頭 1 頭 1 頭 0 頭 （収容数減の取組）

猫 

① 108 頭 99 頭 95 頭 105 頭 95 頭 42 頭 28 頭 （収容数減の取組）

② 488 頭 500 頭 337 頭 265 頭 217 頭 112 頭 89 頭 200 頭 60％減 

③ 134 頭 113 頭 120 頭 92 頭 92 頭 74 頭 47 頭 （収容数減の取組）

収容数
（参考） 

犬 97 頭 69 頭 112 頭 80 頭 41 頭 53 頭  40 頭 - 

猫 897 頭 907 頭 767 頭 629 頭 563 頭 476 頭 335 頭 - 

※ R６多頭飼育放棄（計画外の繁殖）による引取：猫３件（３１頭）を含む。 

［語句の定義］ 
引 取 数：やむを得ない事情により飼えなくなった犬猫を飼い主から引き取った頭数 

返還・譲渡率：{（返還数）＋（譲渡数）／収容数}×１００ 

返還数：街中で徘徊していたところを動物愛護センター、もしくは市民が保護し、同センターに
収容した犬猫のうち、飼い主が判明し、元の飼い主へ返還した頭数 

譲渡数：動物愛護センターで引取り・保護した犬猫のうち、新しい飼い主へ譲り渡した頭数 

収容数：動物愛護センターで引取り・保護した犬猫の頭数 

殺 処 分 数：動物愛護センターに収容（引取・保護等）された犬猫のうち、返還や譲渡ができず、
やむなく、できる限り苦痛を与えずに致死させた犬猫の頭数（飼養管理中に死亡した

ものを含む。） 

※ 基本指針にある殺処分の３分類 
 ① 譲渡することが適切ではない（治癒の見込みがない病気や攻撃性がある等） 

 ② ①以外の処分（譲渡先の確保や適切な飼養管理が困難） 
 ③ 引取後の死亡 

 

 

資料１ 
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２ 指標値達成に向けた具体的な取組（抜粋） 

    「京都動物愛護憲章」に掲げる５つの理念を行動計画の核とし、それぞれについて取

組を行っています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ⑴ 動物を思いやりましょう 

マイクロチップ装着の普及促進（所有者等の明示の推進） 

〇 「マイクロチップ（以下、「MC」という。）装着助成事業」では、改正動物愛護管理法

の施行前の平成２７年度から、（公社）京都市獣医師会（以下、「市獣医師会」という。）

の協力により無償でのＭＣ装着を実施しています。令和４年度からは、助成枠を拡大

しています（変更前上限 1,000 頭→変更後上限 1,500 頭）。 

＜ＭＣ装着助成実績＞ 

 R4 R5 R6 

犬 508 頭 318 頭 279 頭 

猫 798 頭 562 頭 550 頭 

計 1,306 頭 880 頭 829 頭 

〇 令和６年５月に、ＭＣの有用性や専用リーダーの配備状況を一層周知するため、チラ

シを改訂するとともに、飼い主がＭＣ情報を正しく登録できるよう、周知用カードを新

たに作成し、ペットショップや市獣医師会動物病院等に協力を得て飼い主に行き届く

よう、配布しています。 

〇 令和６年度に動物愛護センターが対応した所有者不明犬猫の内、MC 番号により所

有者が判明した事例は、犬１２頭、猫６頭です（動物愛護センターに収容せず、現場で

飼い主に返却した事例を含む）。 
 

子猫の一時預り在宅ボランティア制度 

〇 動物愛護センターに収容された約１ヵ月齢の子猫について、一般への譲渡が可能と

なる２ヵ月齢まで、ボランティアの自宅で一時的に預かっていただき、猫の譲渡促進

を図っています。 
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＜子猫の一時預り在宅ボランティアの実績＞ 

 R4 R5 R6 

ボランティアが預った頭数※ 41 頭 92 頭 113 頭 

〇 「子猫の一時預かり在宅ボランティア」制度については、対象としてきた離乳後の

子猫の収容頭数が減少してきたことから、令和６年１０月に、「猫の一時預かりボラ

ンティア」制度として見直しを行い、離乳前の子猫及び成猫にも対象を拡大し、令和

７年４月から運用を開始しています。令和７年７月末時点で５７名のボランティアが

登録しており、離乳前の子猫２２頭、離乳後の子猫７３頭、成猫１頭、合計９６頭を

預けています。 

 
動物病院への子猫の一時預かり事業 令和７年度新規事業 

 〇 動物愛護センターに保護・収容される猫の約８割が、所有者等のいない猫（いわ

ゆる野良猫）の子猫であることから、令和７年５月から、哺乳や医療ケアが必要な

子猫を、適切な飼育が可能な（公社）京都市獣医師会の動物病院へ預け、離乳又は

譲渡ができるまでの育成及び譲渡を行う事業を開始しています。令和７年７月末時

点で、９動物病院に御協力いただき、１２頭を預けています。 

 ⑵ 動物のことを学びましょう 

教育機関等との連携による動物愛護教育の実施 

〇 動物の命を尊ぶ心や動物との関わり方を子どもたちに伝えるため、全市立小学校 

１年生を対象として、動物愛護副読本「いきものとなかよし」（平成２８年３月作成）

を配布し、生活科の授業等で活用いただいています（令和６年度配布実績：158 校、約

9,400 名）。 

 

 

 

 

〇 令和６年度は、出前講座「きょうとアニラブクラス」を１６校（５４８名）で、

「わんにゃんきょうとアニラブクラス」を６回（９２名）実施しています。 

〇 令和７年度から、出前講座「きょうとアニラブクラス」に、新たなプログラム「い

のちの授業～張り子の動物と一緒に考えよう～」を加え、張り子の動物たちを使っ

て、子供たち自らが動物の気持ちや、人と動物の関わりについて考える内容としてい

ます。 
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⑶ 動物との正しい関わりを考えましょう 

京都市まちねこ活動支援事業の推進 

〇 地域に暮らす野良猫を、地域住民の理解と協力を得て、地域のルールに基づいて適

切に世話をすることで、一代限りの命を全うさせながら、将来的にその地域の野良猫

を減らす「まちねこ活動支援事業」を推進しています。 

〇 まちねこ活動支援事業がより利用しやすい制度となるよう、令和６年４月から、登

録要件の緩和を行っています。 

〇 本市は、まちねこ活動に登録された地域のまちねこに対して、避妊・去勢手術を無

償で実施しているほか、活動に向けての助言等を実施しています。令和６年度は、１

７地域を新規登録し、１１１頭の避妊去勢手術を実施しました。 

 ＜まちねこ活動支援事業による手術頭数及び登録地域数＞ 

 R4 R5 R6 

手術頭数（頭） 137 141 111 

オス（頭） 75 69 52 

メス（頭） 62 72 59 

累 計 登 録 地 域 数 （ 地 域 ） 323 334 351 

 

犬猫の避妊・去勢手術助成事業の拡大と保護器の無料貸出 令和７年度新規事業 

〇 昭和５４年から、（公社）京都市獣医師会の協力のもと、飼い犬・飼い猫を対象とし

て避妊・去勢手術費用助成事業を実施しています。 
令和７年４月から、町内会が無い地域など、まちねこ活動に必要な地域の合意形成に

時間を要する地域でも、合意形成の手続と並行して避妊・去勢手術が行えるよう、対象

に野良猫を追加し、助成件数の上限を拡大しています（1,000 頭→2,000 頭）。 
〇 さらに、令和７年４月から、野良猫の避妊・去勢手術を行おうとする市民を対象とし

て、保護器の無料貸出しを開始しています（動物愛護センターに 20 台を配備）。 
 
 
 
 
 

 

まちねこ活動登録要件 変更前 変更後 

地域の合意確認 承諾書に町内会長等の署名

が必要 

町内会長等の署名は不要 

（ただし、町内会長等にまちねこ活動の

説明を行い、活動に同意していることを

条件とする） 

活動者数 

（管理する猫が多数の

場合） 

３名以上 

（活動地域内の３名以上、活

動地域外は不可） 

３名以上 

（活動地域内の２名のほか、京都市民１

名以上） 
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社会福祉関係機関と連携した多頭飼育対策の実施 

〇 多頭飼育崩壊の問題については、京都市動物愛護行動計画で重点的に取り組むべき

課題と位置付け、「予防」や「早期の探知」に重点を置いた取組を進めています。 

〇 多頭飼育崩壊のリスクを下げるため、多頭飼育者を事前に把握し、適正飼養等につ

いて啓発するため、京都市動物との共生に向けたマナー等に関する条例では、「犬５頭」

又は「犬猫合わせて１０頭以上（犬が４頭以下）」を飼養する場合に、届出を義務付け

ており、届出の際に、適正飼養の指導・啓発を行っています（R6 末届出件数（累計）：    

１５６件）。 

〇 多頭飼育崩壊は、飼い主の生活困窮や社会的な孤立などが背景にあるため、一人暮

らし高齢者の自宅を訪問している地域包括支援センターや各区役所・支所のごみ屋敷

の担当等との連携を通じて、多頭飼育の兆候等を情報収集し、飼い主への適正飼養の

助言等を行っています。 

〇 また、社会福祉関係職員を対象とした研修会を実施（令和 6年度約 25 名参加）

し、多頭飼育崩壊の予防や発生時の対応について事例を共有するとともに、社会福祉

関係機関の職員が多頭飼育崩壊の兆候を判断するためのチェックリストの作成や相談

ホットラインの開設により連携を図っています。 

〇 令和６年８月に、多頭飼育のリスクを広く市民に周知できるよう、新たにリーフレ

ット「ちょっと待って！それでももっと飼いたい？」を作成し、地域包括支援センタ

ー職員及び各区役所社会福祉担当職員にも事例研修等で配布しています。 

 

 

 

 

 

 〇 飼育放棄や遺棄につながる無秩序な繁殖を抑止するため、本市では犬猫の避妊去勢

手術を推奨しており、市獣医師会と「犬、猫の避妊及び去勢手術実施に関する協定書」

を締結し、市内の飼い犬、飼い猫の避妊去勢手術費用の一部を助成しています。 

＜助成実績（単位：頭）＞ 

 R4 R5 R6 

犬 330 333 367 

猫 670 667 633 

合計 1,000 1,000 1,000 
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犬・猫の多頭飼育崩壊防止のための避妊・去勢手術事業の開始 令和７年度新規事業 

 〇 令和７年７月から、生活困窮等により多頭飼育崩壊の発生又はそのおそれのある

犬・猫の飼い主のうち、認定基準を満たす飼い主に対し、動物病院又は動物愛護セン

ターでの避妊去勢手術及び指定事業者による搬送を無償で行う「犬・猫の多頭飼育崩

壊防止のための避妊・去勢手術事業」を開始しています。令和７年７月末現在、動物

病院２０施設が、本事業に参加しています。 

⑷ 動物との絆を最後まで大切にしましょう 

マナー条例に基づく取組の推進 

〇 街の美化の推進や生活環境の保全を図るため、犬を散歩させる際は、あらかじめ自

宅等で排泄させるよう努めることを周知するポスター「始めませんか？一歩進んだお

散歩マナー」を、令和７年１月に作成し、動物病院及び区役所に配布しています。 

 

 

 

 

 

 

動物の遺棄・虐待の防止（罰則強化の周知、警察や獣医師会との連携） 

〇 動物愛護センターに府市共有の動物虐待通報相談窓口を設置し、入手情報を関係部

局と共有し、早期の是正指導を実施するとともに、京都府、京都府警察、京都市で構成

する「動物愛護管理事業推進連絡会」において、動物の遺棄・虐待の情報共有を行って

います。 
〇 令和６年度の相談件数は、犬２６件、猫６件で、相談があった場合、動物愛護センタ

ー及び医療衛生センター職員が現場調査や指導を実施しています。 
 

独居高齢者対策 

〇 一人暮らし高齢者の自宅を訪問している地域包括支援センター等との連携を通じ

て、飼い主への適正飼養の助言等を行っています。 

〇 社会福祉関係職員を対象とした研修会を実施し、事例を共有し、連携を図っていま

す（令和 6年度２回約 25 名参加）。 

〇 京都動物愛護センター主催の「ペットのための終活セミナー」をオンラインで開催

し、民間やＮＰＯ団体等によるペット保険やペットの互助会といった制度等を周知し

ています（令和６年度視聴回数 114 回）。 

 〇 令和６年６月に商業施設にて、「ペットのための終活相談会」を実施しています   

（５０名参加）。 
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⑸ 人にも動物にも心地よいまちをつくりましょう 

動物愛護センターボランティアスタッフとの協働 

〇 動物愛護センターでは、ボランティア活動を始めたいと思っている方を対象に、審

査（面接等）のうえ養成講座を受講いただき、ボランティアスタッフとして活動いた

だいています。具体的には、収容中の犬猫の飼養管理補助や来所者の案内、動物愛護

の普及啓発（イベントや機関誌の作成など）を実施しています。 

〇 ボランティアスタッフの知識の向上や技術の習得を図るため、研修会を開催してい

ます。 

  ＜ボランティア登録数＞ 

登録時期 
第 10 期 第 11 期 第 12 期 

合計 
(R4) (R5) （R6） 

ボランティア登録人数※ 32 36 31 99 

※ 登録当初の人数 

 

動物愛護推進員を対象にした研修会の実施 

〇 令和６年度は、第１０期の動物愛護推進員（地域における動物愛護の普及啓発に熱

意と識見を有する方に委嘱）を、計３２名に委嘱（任期：２年）しています。また、

動物愛護の理解を深め、地域での活動に役立てていただくため、一般の方及び動物愛

護推進員を対象に「ペットの災害対策講座」を実施しています。 

動物愛護の情報発信及び協働の推進 

〇 京都市では、京都動物愛護センターを拠点とした動物愛護事業を推進するため、平

成２４年から、「京都市動物愛護事業推進基金（京都市人と動物が共生できるまちづく

り基金）」を設け、寄付金を募っています。 

〇 令和３年度に、ふるさと納税寄付金のさらなる活性化のため、「京都みらい夢基金」

が創設され事業名「人と動物とが共生できるうるおいのある豊かな社会の実現」に寄

付をいただいています。令和５年度から、事業名は「子育て・すこやか・動物愛護のま

ちづくり」に変更されています。 

   ＜実績（寄附金額及び件数）＞ 

   動物愛護事業推進基金収入実績         京都みらい夢基金収入実績 

 件数 収入金額 充当金額 

R4 195 5,711,666 円 5,822,648 円 

R5 205 6,164,799 円 7,212,049 円 

R6 190 13,671,027 円 6,456,272 円 

 

 

 件数 収入金額※ 充当金額 

R4 2,269 97,564,000 円 13,228,251 円 

R5 38,528 1,547,451,900 円 15,181,155 円 

R6 43,517 1,743,188,400 円 18,055,291 円 

※ 寄付金収入の一部は、返礼品代や手数料に充当。 
R5 からは、事業名変更。 
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〇 動物愛護事業推進基金への寄付金は、京都市動物愛護行動計画に基づき、大きく５

つの用途に活用しています。 

 

 

 

 

 

〇 ＬＩＮＥ株式会社の運営するＳＮＳ「ＬＩＮＥ」において、京都動物愛護センター

マスコットキャラクターの「京ちゃん」、「都ちゃん」を活用したスタンプ（１セット

１２０円）を販売しています。 

 ＜LINE スタンプ販売実績＞ 

 京ちゃん 都ちゃん 第２弾 府市収入額 

R6 70 個 24 個 72 個 7,591 円 

 
災害時におけるペットとの同行避難に向けた避難所での受入体制の構築 

〇 災害時において、家族の一員であるペットと一緒に避難することは、飼い主にとっ

て切実な願いであることから、本市では、「災害時はペットとの同行避難が原則」とい

う認識の下、避難所の体制を整えるため、様々な取組を推進しています。 

〇 総合防災訓練等にブース出展し、「ペットの避難どうしよう？」（※１）や「ペット

の防災手帳」（※２）を活用し、ペットの避難場所の設営の実演や啓発を行っていま

す。 

※１ 指定避難所におけるペットの受入手順等を記載した手引書 

※２ 飼い主に向けて、備蓄品やしつけといった普段からの備え等を記載した手帳 

＜開催実績＞ 

  

 

 

〇 動物愛護センターでは、動物愛護団体との連携によりペットの災害対策講座を開催

し、ペットの同行避難の際に役立つ犬のしつけを実際に見ていただき、飼い主や避難

所運営者の学びの機会を設けています。 

用途 
令和６年度 
充当割合 

収容された犬猫の適切な飼養管理 ４１％ 

ボランティアスタッフとの協働事業 ２５％ 

適正飼養等の普及啓発事業 ２１％ 

動物愛護教育事業 １０％ 

災害時の動物の避難対策等の啓発・被災動物のための 
物資の備蓄 

３％ 

 
市、各区、学区の

防災訓練 
その他のイベント等 

R4 13 か所 6 か所 

R5 10 か所 7 か所 

R6 14 か所 6 か所 
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  ＜開催実績＞ 

   

〇 こうした取組により、避難所運営マニュアルに同行避難を位置付けた指定避難所

は、４３２施設中、９９．５％に当たる４３０施設まで進んでいます。 

 ＜R6 ペットの同行避難位置付け状況＞ 

 

 〇 指定避難所におけるペットの受入体制を強化するため、区役所等と連携し、令和６

年７月に、ペットシーツ２９６セットを配布し、ペット用の備蓄品配備を開始してい

ます。 

 

京都市獣医師会、動物愛護団体及び民間団体などの関係団体との災害時における連携体

制の構築 

〇 本市では、災害発生時におけるペットとの同行避難及び救護活動に備えて、市獣医

師会や民間団体（動物愛護団体、ペット関連企業など）との連携体制の構築を進めて

います。 

 ＜協定締結団体＞ 

協定書 締結日 相手方 概要 

災害時の動物救護活動に 

関する基本協定書 

平成 29 年 

５月 25 日 

公益社団法人 

京都市獣医師会 

・ 被災動物に対する応急手当 

・ 飼い主からの動物に関する

健康相談 

・ 会員動物病院における施設、

設備、物資の供給 

災害時における飼い主等への

支援に関する協定書 

令和２年 

10 月 23 日 

認定ＮＰＯ法人 

アンビシャス 

・ 避難所運営者からのペット

受入に関する相談対応 

・ 飼い主等からの避難所等で

の飼養に関する相談対応 

・ 被災動物への支援等に関す

る情報の収集・発信 

災害時における動物の飼養・

保管に関する物資の提供協力

に関する協定書 

令和２年 

10 月 23 日 

近畿ケネル 

協同組合 

・ 保有する物資の提供 

・ 物資の運搬 

令和３年 

６月 30 日 

日本ヒルズ・ 

コルゲート㈱ 

令和４年 

７月６日 

公益財団法人 

関西盲導犬協会 

令 和 ７ 年 

３月 27 日 

株式会社 

レティシアン 

 

 R4 R5 R6 

参加者数 21 名 30 名 36 名 

指定避難所数 対応済み避難所数 対応割合 

432 施設 430 施設 99.5% 



10 

動物愛護センターを拠点とした、所有者不明の被災動物等の保護・収容体制整備 

〇 災害発生時には動物愛護センターを拠点とし、所有者不明の被災動物等の保護や収

容を速やかに実施するため、京都府と連携し、テントや折り畳みケージ等の物品や動

物用医薬品の備蓄を進めています。 

 



1 

京都市動物愛護推進部会の協議状況について 

 

１ 部会設置の目的 

 京都市動物愛護行動計画に基づく取組を進めていくに当たり、動物愛護管理行政だけ

では解決が難しい課題について、専門的な知見から具体的な検討を行う必要があります。 

 上記の課題に特化した検討を行うため、京都市動物愛護推進会議の作業部会を設置し

ました。 

 今年度は、令和７年度京都動物愛護フェスティバル（※）の企画等について検討するた

め、臨時部会を開催しています。 

 ※ 令和７年度京都動物愛護フェスティバル 

   開催日時 令和７年９月２０日（土）１１時００分～１６時００分 

   場  所 立誠ひろば・ヒューリックホール京都 

 

２ 令和７年度京都動物愛護フェスティバルの企画等に係る臨時部会開催結果 

 ⑴ 開催日時 令和７年７月３日 １４時００分～午後１５時００分 

 ⑵ 開催方法 オンライン（Zoom） 

 ⑶ 出席委員 

 岡本 卓也（京都動物愛護センターボランティアコーディネーター） 

中村 仁（公社）京都市獣医師会 副会長兼事務局長 

西野 佳以（京都産業大学総合生命科学部准教授、京都動物愛護センター運営委員） 

湯浅 あやの（ＮＰＯ法人アンビシャス 理事） 

 ⑷ 議題 

  ア 動物愛護フェスティバルの出展テーマについて 

  イ 動物愛護フェスティバルの出展団体について 

  ウ 動物愛護推進会議委員からの意見について 

 ⑸ 議事要旨 

  ア 動物愛護フェスティバルの出展テーマについて 

    動物愛護憲章に基づき、京都府及び京都市が進める動物愛護事業をより広く周知

し、府民及び市民が動物の愛護と適正な飼養について理解と関心を深めていただけ

る内容となるよう、出展テーマについて協議し、以下のテーマに決定した。 

   【令和７年度京都動物愛護フェスティバル出展テーマ】 

   ・ 動物の適正飼養について（終生飼養、動物福祉 等） 

   ・ ペットの災害対策について 

   ・ 野良猫・多頭飼育対策について 

   ・ 動物愛護教育の推進について 

  イ 動物愛護フェスティバルの出展団体について 

    動物愛護憲章の理念及び出展テーマに沿った出展の在り方について協議し、今年

度も日頃から動物愛護センターでの普及啓発に携わる、「京都動物愛護センター運営

委員会」及び「京都市動物愛護推進会議」の委員に、愛護フェスティバルへの参画

及び出展を依頼することを決定した。 

  

 

資料２ 



参考資料１ 

委 員 名 簿          

敬称略、五十音順 

委員氏名 区  分 

上村
ウエムラ

 享
トオル

 関係団体 （近畿ケネル協同組合 理事） 

小芦
コアシ

 英知
ヒデトモ

 関係団体 （公益財団法人関西盲導犬協会 所長 兼 理事） 

多田
タ ダ

 雅
マサ

純
ズミ

 関係団体 （京都市保健協議会連合会 副会長） 

中村
ナカムラ

 友彦
トモヒコ

 関係団体 （京都市教育委員会 総合教育センター 
 指導室 指導主事） 

中村
ナカムラ

 仁
メグム

 有識者 （公益社団法人京都市獣医師会 副会長） 

西谷
ニシタニ

 景子
ケイコ

 市民公募  

福島
フクシマ

 郁子
イクコ

 関係団体 （京都市地域女性連合会 常任委員） 

松岡
マツオカ

 幸子
サチコ

 関係団体 （ＮＰＯ法人アンビシャス 理事長） 

松本
マツモト

 惠生
シゲオ

 関係団体 （京都市地域包括支援センター・在宅介護支援センター 
連絡協議会 副会長） 

村田
ムラタ

 裕史
ヒロシ

 有識者 （公益社団法人京都市獣医師会 会長） 

山梨
ヤマナシ

 裕美
ユ ミ

 関係団体 （京都市動物園 生き物・学び・研究センター主席研究員
（兼 種の保存展示課担当係長）） 

山羽
ヤマバ

 学天
ガクテン

 関係団体 （公益社団法人京都市私立幼稚園協会 監事 
 錦綾幼稚園 園長） 

 



令和７年度京都市動物愛護推進会議 

令和７年９月４日（木）午後２時から 

                       京都市役所本庁舎１階 第１会議室 

 

 

       

  

         

座
長
席 

 

  

山羽委員 
 
 
山梨委員 
 
 
村田委員 
 
 
松本委員 
 
 
松岡委員 

事 務 局 

報 道 関 係 者 席 

傍 聴 席 

上村委員 
 
 
小芦委員 
 
 
多田委員 
 
 
中村（仁）

委員 
 
 
西谷委員 

 

参考資料２ 

南
医
療
衛
生
センター

長 

大
原
担
当
課
長 

塩
田
動
物
愛
護
係
長 

八
代
担
当
局
長 

伊
東
動
物
愛
護
センター

所
長 



参考資料３ 
京都市動物愛護推進会議開催要綱 

 
（開催） 
第１条 この要綱は、動物の愛護及び管理に関する法律（昭和４８年法律第１０５号）

第３９条に基づき、専門的な見地から幅広く意見を聴取することを目的として、京都

市動物愛護推進会議（以下「会議」という。）を開催する。 
（会議の役割） 
第２条 会議は、次に掲げる事項について意見を聴取する。 
⑴ 動物愛護行政の推進に関する意見交換及び意見調整に関すること 

⑵ 動物愛護推進員の委嘱推進並びに活動支援に関すること 

⑶ 動物愛護に関する普及啓発に関すること 

⑷ その他動物愛護に関すること 
（組織） 
第３条 会議は、１２人以内の委員をもって組織する。 
２ 委員は、次に掲げる者の中から市長が就任を依頼する。 
⑴ 動物愛護行政に専門的な知識を有する者 

⑵ 公益社団法人京都市獣医師会に属する者 

⑶ 動物愛護団体の関係者 

⑷ 地域の保健衛生に関わる団体の関係者 

⑸ その他必要と認められる者 
（委員の任期） 
第４条 委員の任期は２年とする。ただし、補欠の委員の任期は、前任者の残任期間と

する。 
２ 委員は、再任されることができる。 
（座長） 
第５条 座長は、市長が指名する。 
２ 座長は、会議を代表し、会務を総理する。 
３ 座長に事故があるときは、あらかじめ座長の指名する委員がその職務を代理する。 
（会議） 
第６条 会議は、市長が招集する。 
２ 会議は、年２回程度開催する。 
３ 市長は、必要があると認めるときは、委員以外の者に対し、会議に出席を求め、意

見の陳述、説明その他の必要な協力を求めることができる。 
（部会） 
第７条 会議は、特別の事項を調査し、及び検討させるため必要があると認めるときは、

部会を置くことができる。 
２ 部会の構成員は、次の各号に掲げる者とする。 
⑴ 市長が指名する委員 
⑵ 当該特別の事項について専門の知識を有する者のうちから市長が指名する者 

３ 部会ごとに部会長を置く。 
４ 部会長は、市長が指名する。 
５ 部会長は、その部会の事務を掌理する。 
 



（事務局） 
第８条 会議の事務を処理するため、保健福祉局に事務局を設置する。 
（補則） 
第９条 この要綱に定めるもののほか、会議の開催に関し必要な事項は、市長が定める。 
 附 則 
（施行期日） 
 １ この要綱は、平成１７年３月２８日から施行する。 
（経過措置） 
 ２ 第６条１項の規定にかかわらず、最初の協議会は、保健福祉局長が招集する。 
 附 則 
 この要綱は、平成１７年９月１３日から施行する。 
 附 則 
 この要綱は、平成１８年６月１日から施行する。 
 附 則 
 この要綱は、平成２３年１１月２２日から施行する。 
 附 則 
 この要綱は、平成２４年４月１日から施行する。 
 附 則 
 この要綱は、平成２６年３月１日から施行する。 
 附 則 
 この要綱は、令和４年４月１日から施行する 


